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です。 

 

      雇入れ・離職時の届出と適切な雇用管理は事業主の責務です 
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平成３０年度「全国安全週間」（第 91 回） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全週間 平成３０年 7 月 1 日～平成３０年 7 月 7 日 
        （準備期間 平成３０年 6 月 1 日～平成３０年 6 月 30 日） 
 

 

 

 

 

 

 

 全国安全週間は、昭和 3 年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本理念の下、「産

業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚と安全活動の定着を図るこ

と」を目的として、毎年、厚生労働省が主唱しています。 

 労働災害は長期的には減少していますが、平成 29 年の全国の労働災害は、死亡災害が 3 年ぶり、

休業 4 日以上の死傷災害が 2 年連続で、前年を上回りました。 

 兵庫県下の死亡災害は、2 年連続で減少し、平成 29 年に発生した死亡者数は、過去最少の 30 人

となりました。しかしながら、休業 4 日以上の死傷災害は、平成 28 年に比べて増加となりました。 

兵庫労働局では、平成 30 年度を初年度とする「兵庫第１３次労働災害防止推進 5 か年計画」を新

たに展開し、労働災害防止対策を進めていきます。 

 働く方一人一人がかけがえのない存在であり、更なる労働災害の減少を図るため、平成３０年度全

国安全週間は、以下のスローガンの下で取り組みます。  

 

 

 

   （スローガン） 

新たな視点でみつめる職場 創意と工夫で安全管理 

惜しまぬ努力で築くゼロ災害 
     

お問合せは、兵庫労働局安全課 TEL：０７８－３６７—９１５２ 
 

 

 

 

 これまで、職場における熱中症予防対策については、平成 21 年 6 月 19 日付け基発第 0619001

号「職場における熱中症の予防について」に基づく対策をはじめとして、毎年重点事項を示して、そ

の予防対策に取り組んできました。平成 29 年においては「ＳＴ０Ｐ！熱中症 クールワークキャン

ペーン」を初めて実施し、各災防団体等と連携して熱中症予防対策に取り組んできたところです。 

平成 29 年の職場における熱中症の発生状況(速報値)を見ると、死亡者数は 7 月に 10 人、8 月に

6 人で、平成 28 年の発生状況(確定値)と比較して計 4 人増加する結果となりました。死亡災害の発

生状況を見ると、ＷＢＧＴ値（暑さ指数）計を事業場で準備していないために作業環境の把握や作業

計画の変更ができていない例や、熱中症になった労働者の発見や救急搬送が遅れた例、事業場におけ

る健康管理を適切に実施していない例などがみられます。このようなことから、職場における熱中症

対策がまだ十分に浸透していなかったと考えられ、熱中症予防対策の徹底を図ることが必要です。 

 平成 30 年の本キャンペーンにおいては、職場における熱中症予防対策の浸透を図るとともに、重

篤な災害を防ぐために、事業場におけるＷＢＧＴ値の把握や緊急時の連絡体制の整備等を特に重点的

に実施し、改めて職場における熱中症予防対策の徹底を図ることを目的とします。 

 

 熱中症の発生は 7～8 月がピークになります。熱中症を正しく理解し、予防に努めてください。             

 

 

 

 

 

 

      ○熱中症は、適切な予防をすれば防ぐことができます。 

      ○熱中症になった場合も、適切な応急処置により救命すること 

ができます。 

      ○一人ひとりが、熱中症予防の正しい知識を持ち、自分の体調 

の変化に気を付けるとともに、周囲の人にも気を配り、予防 

を呼びかけ合って、熱中症による健康被害を防ぎましょう。 
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障害者雇用促進法に基づき、障害者の雇用義務

は各事業主様ごとに課されています。平成 30 年

度から障害者法定雇用率が 2.2％に引き上げら

れたところですが、遅くとも 33 年度までには更

に 0.1％の引き上げが行われる予定です。 
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１ 労働条件の明示が必要な時点（タイミング） 
 

 

 

 

 

 

ハローワーク等へ求人申込みをする際や、ホームページ等で労働者の募集を行う場合は、労働

契約締結までの間、労働条件を明示することが必要です。 

   

２  最低限明示しなければならない労働条件等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 労働者の募集や求人申込みの際に、少なくとも以下の事項（業務内容・契約期間・試用期間・

就業場所・就業時間・休憩時間・休日・時間外労働・賃金・加入保険・募集者の氏名又は名称）

を書面の交付によって明示しなければなりません。ただし、求職者が希望する場合には、電子

メールによることも可能です。 

 

３   労働条件明示に当たって遵守すべき事項 
 

 

 

 

 

 

 

      労働条件を明示するに当たっては、職業安定法に基づく指針等を遵守することが必要です。  

 

４  変更明示の方法等について  

 

 

 

 

 

 

 

 以下の①～④のような場合に、変更明示が必要となります。 

 

①  「当初の明示」と異なる内容の労働条件を提示する場合 

  例）当初：基本給 30 万円/月 ⇒ 基本給 28 万円/月 

②  「当初の明示」の範囲内で特定された労働条件を提示する場合 

  例）当初：基本給 25 万円～30 万円/月 ⇒ 基本給 28 万円/月 

③  「当初の明示」で明示していた労働条件を削除する場合 

  例）当初：基本給 25 万円/月、営業手当 3 万円/月 ⇒ 基本給 25 万円/月 

④  「当初の明示」で明示していなかった労働条件を新たに提示する場合 

  例）当初：基本給 25 万円/月 ⇒ 基本給 25 万円/月、営業手当 3 万円/月 
 

 

 

 

変更明示は、求職者が変更内容を適切に理解できるような方法で行う必要があります。 

変更明示に当たっては、その他にも職業安定法に基づく指針等のような点に留意が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５   職業紹介事業者を利用する場合のポイント  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人申込みを行う職種や地域等を踏まえ、適切な職業紹介事業者を選びましょう。 

不適切なことがあれば、お近くの都道府県労働局にご相談ください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せは、兵庫労働局需給調整事業課 TEL：０７８－３６７－０８３１ 
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お問合せは、ハローワーク西宮へ TEL：０７９８－７５－６７１１ 
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協 会 長 表 彰 

☆安全衛生優良賞        １ＪＦE 建材㈱ 神戸工場１ 

☆安全衛生努力賞                  倉敷運輸㈱ 関西支社    伊藤ハム㈱ 六甲工場 

                  高丸工業株式会社 

☆安全衛生功績賞           勝瀬裕己（エム・シーシー食品㈱ 甲南工場・協会理事）      

        畑 祐司（生活協同組合コープこうべ） 

        山田眞裕子（ふたば社会保険労務士法人・衛生管理者受験準備講習等講師）       

西 宮 市 表 彰 
☆安全衛生優良賞  大関株式会社 

☆安全衛生努力賞  株式会社 山村製壜所 

☆個人表彰     照沼義徳（森永乳業㈱近畿工場・協会理事） 

          中野真弓（ふたば社会保険労務士法人・衛生管理者受験準備講習等講師）  

☆安全衛生功績 丁野建児（㈱きんでん人材開発部・高所作業車・玉掛け技能講習講師） 

        久保 正（辰馬本家酒造㈱・フォークリフト運転技能講習講師） 

受賞者の皆様おめでとうございます！ 

 

 

 

労働者の祭典「第８９回統一メーデー西宮集会」が、

５月１日、西宮市役所前の六湛寺公園で開催され、３１

労組・団体から 1０１３人が参加しました。大川寿一実

行委員長のあいさつ、来賓の祝辞が述べられ、今年のメ

ーデースローガン「働く者のための働き方改革をすすめ、

すべての仲間と団結しよう！」「阪神・淡路大震災の体験

を生かし、東日本大震災と熊本地震の復興支援に全力を

あげよう！」などが採択されました。参加者は集会後、

ＪＲ西宮駅前まで約１時間かけてシュプレヒコールを掲

げながらデモ行進を行いました。 

 

 ５月２９日、西宮神社会館にて実施された西宮労

働基準協会定時総会において、「平成３０年度安全

衛生表彰式」が行われました。この表彰は安全衛生

管理水準の高い事業場や地域・企業の安全衛生水準

の向上に貢献した個人を表彰することにより、安全

意識の高揚を図り、労働者の安全と健康を確保し、

快適な職場環境の形成を促進するために、行われて

います。 

受賞された方は、次のとおりです（敬称略）。 
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＜男女共同参画週間 6/23～29＞ 

平成 30 年度男女共同参画週間のキャッチフレーズは、公募により、「走り出せ、性別のハードルを超えて、今」に決

定しました。男女共同参画社会基本法の施行を記念し、6 月 23 日から 1 週間を「男女共同参画週間」として、さま

ざまな取り組みを通じ法の目的や基本理念について理解を深めることを目指しています。 

【ハラスメント】がもたらす損失 
西宮市では、男女共同参画の取り組みを充

実させるため、2017 年 11 月から 12 月に

かけて市民と市内の事業所を対象に市民及

び事業所意識調査を実施しました。調査結果

を一部ご紹介します。 

『平成 28 年度雇用均等基本調査』による

と、日本の育児休業取得率は、女性は 81.8％、

男性は 3.16％となっています。市民及び事

業所意識調査でも、育児休業について聞いて

いますが、取得できなかった理由としては、

男女ともに「取得しづらい雰囲気だったから」

という回答が多く寄せられました。また女性

の場合、「退職するように言われた」「妊娠し

たことを残念と言われた」という回答もあり

ました。これは、マタニティ・ハラスメント

にあたります。 

「取得しづらい雰囲気」とは何をさすの

か？これはハラスメントが起きやすい土壌

があるということではないでしょうか。 

近年、職場ではさまざまなハラスメントが

増加していますが、なかなか改善の傾向が見

られないようです。そもそも、「ハラスメン

トとは何か」について、職場での理解が進ん

でいないのではないでしょうか。「ハラスメ

ント対策」を適切に講じていかなければ、企

業イメージを損なうだけでなく、「従業員の

モチベーション低下」「メンタルヘルス問題

の増加」「人材の定着率低下」など、企業に

とって大きな「損失」が生じてしまいます。

ハラスメントとは、すべての働く人に影響す

る、とても重要な問題なのです。 

『平成 28 年度雇用均等基本調査』による

と、ハラスメントを防止するための対策に取

り組んでいる企業の割合は、セクハラ防止は

58.2％、マタハラ防止は 52.8％となってい

ます。また、西宮市内の事業所におけるハラ

スメント防止のための研修に取り組んでい

る割合は、「今後、実施を検討している」も

含め、60.6％となっています。 

職場にハラスメントがあれば、働く人の個性と

能力が十分に発揮できないばかりか、会社を辞め

ざるを得なくなることもあります。 

ハラスメントの発生を防ぐとともに、仮にハラ

スメントが発生した場合は、会社が相談に応じる

ことを示し、従業員が安心して働くことができる。

そんな風通しのよい、コミュニケーションがとれ 

る職場づくりが進んでほしいものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.6%

26.3%

75.0%

36.4%

34.0%

92.9%

24.1%

14.3%

23.3%

36.0%

50.0%

31.9%

47.6%

30.8%

26.3%

25.0%

36.4%

21.0%

55.2%

14.3%

26.7%

21.3%

31.9%

28.6%

33.3%

42.1%

21.2%

39.0%

7.1%

20.7%

57.1%

33.3%

34.6%

27.8%

14.3%

10.3%

5.3%

6.1%

6.0%

14.3%

16.7%

8.1%

50.0%

8.3%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

(N=39)

製造業

(N=38)

情報通信業

(N=4)

運輸業

(N=33)

卸売・小売業

(N=100)

金融・保険業

(N=14)

飲食、宿泊業

(N=29)

不動産業

(N=7)

教育・学習支援業

(N=30)

医療・福祉

(N=136)

電気・ガス・熱供給業

(N=2)

サービス業

(N=72)

その他

(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

■ハラスメント防止研修【業種別】 

西宮市事業所意識調査データ 
■質問⇒「貴事業所では女性の継続就労・管理職登用などのために、 

どのような取り組みを行っていますか。」 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

■ハラスメント防止研修【全体集計】（N=526） 

34.2% 26.4% 31.6% 7.8%

西宮市ホームページ 

「市民及び事業所意識調査の結果について」 

 
https://www.nishi.or.jp/bunka/danjokyodosankaku/danjokyodoplan/0931426.html 

https://www.nishi.or.jp/bunka/danjokyodosankaku/danjokyodoplan/0931426.html

